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巻頭言 共同参画に寄せて

Foreword

伊藤忠商事（株）
代表取締役社長
岡藤 正広 　性別に関係なく多様な人材が活躍し、男性が家事や育児に参加する男女共

同参画の社会を実現するためには、長時間労働を前提とした現在の日本の働
き方に抜本的にメスを入れ、限られた時間の中で如何に成果を上げるかとい
う意識改革が何よりも大切だと考えています。伊藤忠商事（株）では2013年10
月に「朝型勤務」を導入し（半年間はトライアル実施）、多残業体質からの
脱却と効率的な働き方の実現を目指した結果、この1年で社員の働き方に対
する意識は劇的に変わりました。この「朝型勤務」は、厚生労働省をはじめ
各省庁における働き方の改革にも参考とされており、今後、日本全体の働き
方改革に繋がっていくことを期待しています。
　また、昨年6月に登壇した内閣府主催の「男女共同参画社会づくりに向け
ての全国会議」において触れました通り、伊藤忠商事（株）では現場主義の観
点から、女性個々人の適性や状況に合わせたきめ細かい個別支援を行い、活
躍する多様な女性ロールモデルを創出しています。女性には男性と同じ土俵
で戦うのではなく、女性ならではの視点を活かした新たな発想・イノベーシ
ョンを企業にもたらしてくれることを期待しています。男女が互いを尊重
し、個々の能力を最大限発揮して社会に貢献することこそが「男女ともに輝
く社会」であると考えています。Okafuji Masahiro

主な予定
Schedule

3月9日～20日 第59回国連婦人の地位委員会「北京宣言及び行動綱領採択20周年記念におけ
るフォローアップ」（ニューヨーク）

3月18日 ダイバーシティ経営企業100選表彰式・なでしこ銘柄発表会シンポジウム
（東京都千代田区）
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Report
1 女性が輝く社会に向けた

我が国の国際的貢献
外務省総合外交政策局　女性参画推進室

は、政府はODA大綱を約12年ぶり
に改定し、開発協力大綱を決定しま
した。その中でも「女性の参画の促
進」を実施上の原則の1つとして掲
げた他、女性の権利を含む基本的人
権の促進、女性の能力強化や平和構
築における女性の保護と参画のため
の支援等を謳っています。

国連における
女性外交と北京＋20

　本年は1995年に第4回世界女性会
議が北京で開催されてからちょうど
20年（通称「北京＋20」）にあたる
節目の年です。日本は国連の要望に
応え、第4回世界女性会議で採択さ

れた北京宣言及び行動綱領に掲げら
れた目的及び目標について、進捗状
況のレビューを行い、昨年12月に報
告書を国連に提出しました。本年
は、世界中の国がこの20年の進捗状
況について検討し、これからどうす
べきかを考える年になるでしょう。
日本もその議論に積極的に参加して
いきたいと思います。
　また本年は、「北京＋20」である
と同時に、日本が「女子に対するあ
らゆる形態の差別の撤廃に関する条
約」を批准してから30年目の年でも
あります。昨年9月には、同条約に
もとづく第7回・第8回の政府報告を
国連に提出いたしました。また、日
本は1987年から継続して女子差別撤
廃委員会に委員を輩出しています
が、昨年6月の選挙で現職の林陽子
委員が再選されました。この節目の
年を迎え、本条約の締約国として女
性に対するあらゆる差別を取り除
き、男女共同参画社会の実現に向け
て努力する決意を新たにしていま
す。

国際協力における女性支援

　安倍総理大臣は、2013年9月の国
連総会一般討論演説において、「女
性が輝く社会」の構築に向け、国際
社会との協力や途上国支援を強化し
ていくことを表明しました。具体的
には、①女性の社会進出と能力強
化、②国際保健外交戦略の推進の一
環として女性の保健医療分野の取組
強化、③平和と安全保障分野におけ
る女性の参画と保護の3つを柱とし、
2013年から3年間で30億ドルを超す
ODAを実施する考えを示しました。
日本は約束を守る国です。すでに
2013年の1年間で約18億ドルの支援
を実施しました。また、本年2月に

（出典：首相官邸ホームページ）

UN Women東京事務所開設に向けて、
ムランボ＝ヌクカUN Women事務局長
と文京区成澤区長（WAW !ボードメッ
セージの前で）
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Report
1 女性をエンパワーし、女性の持つ力を最大限に発揮できるようにする

ことは、社会全体に活力をもたらし、成長を支えていく上で不可欠で
す。こうした考えのもと、安倍晋三内閣総理大臣は2014年9月の国連総
会一般討論演説において、21世紀こそ女性の人権侵害のない世界にし
ていく、と表明しました。日本は今、国内外で「女性が輝く社会」を
構築するべく、国際社会の先頭に立って積極的に取組を進めていま
す。今月号ではそのいくつかをご紹介します。

　上述のとおり、日本は女性の分野
で積極的に国連に参加・協力してき
ましたが、特に「ジェンダー平等と
女性のエンパワーメントのための国
連機関（略称：UN Women）」につ
いては、拠出金をこの1年で5倍に増
額しました。加えて、本年はUN 
Womenの東京事務所（文京区役所
内）も開設される予定です。今後は
東京事務所を基点に、女性を巡る世
界的な課題が発信され、また同機関
との連携が一層深まることが期待さ
れます。
　最後に、昨年3月に開催された第
58回国連婦人の地位委員会では、東
日本大震災の教訓を踏まえ、「自然
災害におけるジェンダー平等と女性

のエンパワーメント」決議を再提出
し、全会一致で採択されました。本
決議では、災害に強い社会づくり
と、それに向けた平時からの女性の
参画の重要性が指摘されています。
本年3月には仙台で第3回国連防災世
界会議が開かれます。そこでも、我
が国の経験に基づく女性と自然災害
に関する考えを世界と共有したいと
思います。

紛争下の性的暴力に関する取組

　「紛争下の性的暴力」に関する取り
組みは、武力紛争下で武器としてレ
イプまたは他の形態の性的暴力が使
われることを指摘し、加害者不処罰

の文化を終焉させ、現在の、そして
将来の暴力を防止することを目的と
しています。紛争の武器としての性
的暴力は、関連する国際法の下では
戦争犯罪とされており、日本にとっ
ても決して看過できない問題です。
しかし、世界各地の紛争地域におい
て性的暴力の犠牲者は後を絶たず、
加害者は多くの場合何ら責任を問わ
れていません。そうした現状を踏ま
え、安倍総理大臣は、2014年9月の
第69回国連総会一般討論演説で、21
世紀こそ女性に対する人権侵害のな
い世界にしていくため、日本は国際
社会の先頭に立ってリードしてい
く、と力強く宣言しました。
　実際に、2014年6月にロンドンで
開催された「紛争下における性的暴
力の終焉に向けたグローバル・サミ
ット（Preventing Sexual Violence 
Initiative （PSVI）サミット）」には、
岸外務副大臣（当時）が参加し、紛
争下の性的暴力防止と撲滅に向けた
メッセージを国際社会に発信してい
ます。
　また、日本は、紛争当事国の司法
制度の強化や司法関係者の研修・意
識啓発にも力を入れています。法制
度の整備のみならず、法的な枠組み
を執行する人、利用するすべての
人々の意識変革がなければ仕組みは
十分機能しないからです。例えば、
2014年は、コンゴ民主共和国やソマ
リアにおける性的暴力の責任者訴追
に向けた司法制度強化等のため「紛
争下の性的暴力担当国連事務総長特

外務省・ICRC共催公開シンポジウム、武力紛争下における性的暴力：その現状と課題
写真提供：H. Makabe/ICRC
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るとともに、紛争予防や紛争解決、
紛争後の平和構築に至るまで全ての
段階における女性の積極的な参画や
女性の人権保護の増進を要請してい
ます。また、平和活動のあらゆる側
面においてジェンダーの視点を主流
化することが求められています。我
が国の行動計画は、これらの規範を
より忠実に反映すべく、国内外双方
の取組に対応・連動させつつ、紛争
関連や災害など広範囲な課題に対応
するものとなっています。

　2013年9月の国連総会一般討論演
説では、安倍総理が「志を同じくす
る諸国と同様、我が国も、女性・平
和・安全保障に関する行動計画を、
草の根で働く人々との協力によりつ
つ、策定する」旨を発表しました。
日本の行動計画の特徴は、策定プロ
セスにおいて、同行動計画の構成、
含めるべき要素、モニタリング・評

価作業の進め方について、関係府省
庁だけではなく、市民社会と共に実
質的に作業を行ってきた点です。こ
のプロセスにおいて、市民社会と関
係府省庁の代表から成る少人数グル
ープ会合を12回開催しました。ま
た、地方都市においても、沖縄を含
む5カ所で市民社会との意見交換会
を実施した後、行動計画案をパブリ
ックコメントに付しました。今後、
行動計画の実施を確実なものにする
ために、モニタリング・評価、見直
しにおいても、引き続き、市民社会
の積極的な参加が期待されていま
す。

女性が輝く社会に向けた国際
シンポジウム（WAW!Tokyo 
2014）の開催

　上述のような日本の取組を国内外
に発信するため、2014年9月12日及

別代表事務所」に資金を拠出し、第
1位のドナー国となりました。また、
性的暴力の被害者対策も急務です。
この観点から、日本政府は「国際刑
事裁判所（ICC）被害者信託基金」
に対して、約60万ユーロの拠出を行
っています。
　国内においても、2014年6月に紛
争下の性的暴力の問題に取り組む専
門家の育成のための取組や協働枠組
みを考えるためのプラットフォーム
を立ち上げました。 続く11月には、
赤十字国際委員会（ICRC）と共催
して公開シンポジウムを開催し、国
際機関、政府、有識者、市民社会か
ら関係者が集い、現代の紛争下の性
的暴力の現状とその課題について議
論を行い、理解を深めました。
　日本はこれからも、戦争・紛争の
武器としての性的暴力を防止し、被
害者を支援することが重要であると
の観点から、紛争下の性的暴力担当
国連事務総長特別代表事務所との連
携や国際的な議論の場への参加を重
視し、女性に対する人権侵害のない
世界を構築するため、一層取り組み
を強化していく予定です。

安保理決議第1325号等によ
る女性・平和・安全保障に関
する行動計画

　安保理決議第1325号及び関連決議
は、女性と平和・安全保障を関連付
けた初の安保理決議です。女性が紛
争に影響を受けていることを認識す
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び13日、安倍総理大臣のイニシアテ
ィブで「女性が輝く社会に向けた国
際シンポジウム（World Assembly 
for Women）」が開催されました。
WAW!（ワウ）と呼ばれるこの国際
会議には、6国際機関、24か国から
約100名の女性の分野で活躍するト
ップ・リーダーが参加し、日本及び
世界における女性のエンパワーメン
ト、女性の活躍促進のための取組に
ついて議論を行いました。会議終了
後には、「WAW!To Do」と呼ばれ
る12の提言が取りまとめられ、後に
国連文書（A/69/396）としても発
出されました。WAW!は女性を取
り巻く国内外の課題について包括的

に議論する場として、本年も開催す
る予定です。本年もたくさんの方の
シャイン・ウィークス（＊1）への参加
をお待ちしております。参加したい
方や昨年の様子を知りたい方は、以
下シャイン・ウィークスフェースブ
ックページをご覧ください。
（ ）

最後に

　世界を見渡しますと、女性に生ま
れたというだけで、 自立する機会を
奪われ、医療ケアや教育など基本的
な サービスを受けられない、とい
う悲しい状況が未だに見られます。
20世紀には、ひとたび紛争が起きる
と、女性の名誉と尊厳が深く傷つけ
られた歴史がありました。日本は、
21世紀こそ女性の人権侵害のない世
界にしていくため、国際社会や市民
社会とともに取組みを強化していき
たいと思います。

＊1： WAW!2015の前後の期間をシャイン・ウィークス（Shine Weeks）と位置づけ、関係府省庁、地方自治体、市民団体、学校・学生団体など
様々な有志に女性関連イベントを開催して頂くことにより、女性の活躍促進のムーブメントを推進します。

女性の活躍に関する最近の取り組み及び今後の予定

2013年　国連総会　安倍総理の一般討論演説（9月）

2014年　外務省総合外交政策局に「女性参画推進室」設置（4月）
 紛争下の性暴力の撲滅を目指すグローバル・サミット（於：ロンドン）（6月）
 シャイン・ウィークス（9月8日-19日）
 女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム（WAW ! Tokyo 2014）（9月12日-13日）
 国連総会及び関連会議への参加（9月22日-26日）
 「すべての女性が輝く社会づくり本部」設置（10月）
 「北京＋20」アジア太平洋地域レビュー（於：バンコク）（11月17日-20日）
 外務省・ICRC共催公開シンポジウム「武力紛争下における性的暴力：その現状と課題」（11月25日）

2015年　第59回国連婦人の地位委員会（CSW）（3月9日-20日）
 第3回国連防災世界会議（於：仙台）（3月14日-18日）
 女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム（WAW ! Tokyo 2015）
 UN Women 東京事務所開設（予定）
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女性が輝く社会に向けた我が国の国際的貢献

1　派遣の背景と経緯

1

　2014年5月、安倍総理大臣とラス
ムセンNATO事務総長（当時）の首
脳合意に基づき、防衛省から北大西
洋条約機構（NATO）本部（ブリュ
ッセル）への派遣が決まり、2014年
12月から筆者が日本人初のNATO本
部要員として勤務することになりま
した。安倍総理は、これまで「女性
が輝く社会の実現」を国内外で強調
しており、この中には途上国の女性
支援という面と、社会での日本女性
の活躍拡大という面が含まれていま
す。また、わが国のこれまでの国際
平和協力は、国連平和維持活動
（PKO）での施設部隊の派遣と国連
への財政支援が主でしたが、国際社
会の現場においてはPKOへの女性要

員の増加等、治安部門における女性
へのニーズが高まっており、今回の
派遣はこのニーズを反映したもので
もあります。筆者には東ティモール
でのPKO（UNMIT ）に軍事連絡
要員としての参加経験があったこと
もあり、この派遣要員に指名されま
した。今回の任務を誇りに思ってい
ます。
　そのような背景も踏まえ、本派遣
は、PKO活動から更に日NATO協
力の進展と、ジェンダーに係る国際
的課題への日本女性の参加、という
二つのニーズから実現したものとな
ります。

2 　NATOの事務総長
特別代表の部署へ

　女性、平和、安全保障に関する国
連安保理決議1325号には、①紛争下
における男女のニーズの違いを認識
すること、②戦争犯罪である性暴力
から女性や女児を保護すること、③
PKOを含む平和構築、紛争予防、復
興のすべての活動にジェンダー視点
を取り入れ女性の参画を徹底するこ

となどが盛り込まれ、国連加盟各国
に履行を求めており、わが国も現
在、履行のための行動計画を策定中
です。NATOは、女性、平和、安全
保障担当の事務総長特別代表を恒久
的なポストとし、NATOの行動計画
を策定し、これに基づき1325号の履
行に積極的に取り組んでいます。そ
して筆者は、その1325号の履行を推
進する事務総長特別代表であるスク
ールマン代表の補佐官として勤務し
ています。スクールマン代表はオラ
ンダの外交官で、前職はマケドニア
大使の文民（軍人以外の民間人のこ
と）です。筆者が勤務する国際事務
局（IS）という部署には、オランダ
出身、ブルガリア出身の同僚がいま
す。文民の部署での勤務ですが、今
後はPKO派遣を経験した自衛官とし
てのインプットが期待されていま
す。今後しばらく、本誌でブリュッ
セルからNATOの活動や印象につい
て報告していきたいと思います。

1 　UNMIT ： United Nations Mission in 
Timor Leste 国連東ティモール統合ミッ
ション

　平成26年12月1日から約2年間、栗田千寿2等陸佐が、「女性・平和・
安全保障分野担当のNATO事務総長特別代表」のアドバイザーとして
NATO本部に派遣されることになりました。
　栗田2等陸佐は、『女性・平和・安全保障に関する国連安保理決議』を
踏まえ、NATOの様々な政策や事業にジェンダーの視点を盛り込み、女
性の参画を促すための助言を行う予定です。
　今回は、栗田千寿さんからの寄稿をご紹介します。
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長谷川　閑史
武田薬品工業　取締役会長
経済同友会　代表幹事

青野　慶久
サイボウズ株式会社
代表取締役社長

女性管理職比率（経済同友会の会員所属企業）
2012年 2013年 2014年

部長級以上 2.7％ 3.3％ 3.4％
課長級以上 4.6％ 5.8％ 6.3％

女性管理職登用に関する企業による数
値目標設定（経済同友会の会員所属企業）

T O P I C S Part 1

行政施策トピックス

輝く女性の活躍を加速する
男性リーダーの会「行動宣言」
賛同メンバーの取り組み
内閣府男女共同参画局総務課

女性の活躍を通じた新たな価値
の創造に向けて

　女性の活躍は今後の日本経済の持続的
成長には欠かせません。減少する労働力
を補うためではなく、多様な人材の活躍
なくして、イノベーティブな製品・サー
ビス・社会の創出はないからです。
　経済同友会では、まずトップ層が変わ
るため、2012年5月に『「意思決定ボー
ド」のダイバーシティに向けた経営者の
行動宣言』を発表しました。以降、女性
経営者候補の育成研修や、会員所属企業
におけるダイバーシティへの取り組みの
見える化等、様々なアクションを積み重
ねてきました。その結果、少しずつでは
ありますが、進捗も見られます。
　男性リーダーの会では、男性の意識変
革には男性経営者の発信も重要であるこ

とから、座長をお引き受けし、先の行動
宣言を取りまとめたところです。
　“2030”の実現は一筋縄ではいかない
チャレンジングな目標ですが、武田薬品
工業では、管理職の女性比率を2015年度
に少なくとも5％までにはしたいと考え
ており、マネジメントが積極的に関与
し、職場環境の整備や女性の意識・能力
向上などに取り組んでいます。また、女
性が活躍する社会の実現のためには、子
どもを安心して預けられる環境と、裁量
労働やテレワーク等の多様で柔軟な働き
方の選択肢があることも重要です。
　女性の登用が、異なる価値観や考え方
を持つ人財を広く社内外から登用するき
っかけとなり、日本企業に新しい価値を
生み出す原動力となるよう、引き続き、
取り組んで参ります。

ワークスタイルムービー「大丈夫」
で問題提起

　サイボウズは、チームの情報共有を支
援するグループウェアを開発・販売して
いる企業です。ダイバーシティを重視し
ていく方針であることを全社で共有し、
時間や場所にとらわれない多様な働き方
を実践しています。
　具体的には、全社員を対象にライフス
タイルの変化に応じて働く時間や場所の
自由度を選択できる制度や、単発的に時
間や場所の制限なく働けるウルトラワー
クという制度をとりいれています。出産
を経て職場で活躍する女性が増え、昨年
8月には2人の育児をする女性社員が経営
メンバーとなりました。子連れ出勤制度
の仮運用も始めました。
　改革に取り組むなかで感じるのは、誰
もが柔軟に働けるとしたほうが、女性ば

かりがキャリアのブランクが空いたり、
家事・育児を担ったりする状況に歯止め
がかかるのではないかということです。
　私は知人にすすめられ育休をとり、そ
の後も育児のため働く時間を短縮するよ
うになりました。私に影響を受けて育休
をとる男性もでており、制度策定だけで
なく実践や意識啓発が重要だと考えてい
ます。
　昨年末、働く母親の現実を描写したワ
ークスタイルムービー「大丈夫」を作成
しインターネット等で公開しました。育
児が女性だけの負担でいいのだろうか？
とSNSや職場、TVでシェアされ、それ
ぞれの立場でどうしたらよいかと議論が
なされています。
　今後も、誰もが個性を輝かし活躍でき
る社会となるよう働き方変革を支えるツ
ールを提供し、イクメンや育ボスの啓蒙
に取り組みます。

出典： 2014年12月25日　「ダイバーシティと働
き方に関するアンケート調査結果」よ
り抜粋。各年度アンケートの母集団企業
は異なり、2014年度は235社の回答平均。

ワークスタイルムービー「大丈夫」を公開
▼ サイボウズワークスタイルムービー「大丈夫」
　
▼ サイボウズワークスタイルムービー「パパ
にしかできないこと」
　

子連れ出勤制度の仮運用を開始
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Special Feature 特集

9

Report
2 「女性の活躍推進に関する

世論調査」の概要
内閣府男女共同参画局調査課

　内閣府では、数年に1度、「男女共
同参画に関する世論調査」を実施し
ていますが、女性の活躍推進が政府
の重要な政策課題となる中で、平成
26年8月に「女性の活躍」に焦点を
あてて世論調査を実施し、11月に結
果を公表しました。ここでは、その
概要をご紹介します。

（1 ）固定的役割分担意識は、
反対が賛成を上回る

　「夫は外で働き、妻は家庭を守る
べきである」との考え方についてど
う考えるかを聞いたところ、「反対」
は49.4％、「賛成」は44.6％となり、
「反対」が「賛成」を上回りました。
これまでも、「男女共同参画に関す
る世論調査」等として同じ設問があ
ることから、時系列で比較してみた
のが図表1ですが、これをみると、
長期的には「賛成」が減少傾向、
「反対」が増加傾向となる中で、前
回平成24年調査においては、「賛成」
（51.6％）が「反対」（45.1％）を上
回り、過半数となりました。今回の
調査では、再び「反対」が「賛成」
を上回っています。
　図表2は、これを男女別にみてみ
たものです。女性では、「反対」が
増加傾向となる中、平成14年調査以
降、「反対」が「賛成」を上回って
推移しています。直近では、前々回
平成21年調査で「反対」が6割近く
まで高まりましたが、前回平成24年
調査では「賛成」が増加（「反対」
が減少）して半数割れの48.8％とな
り、今回調査では少し戻して過半数
の51.7％となっています。男性で

図表1「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」との考え方に対する意識
　　 （昭和54～平成26年）

図表2「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」との考え方に対する意識
　　 （男女別）

（備考） 内閣府「女性の活躍推進に関する世論調査」（平成26年）、内閣府「男女共同参画に関する世論調査」
（各年版）等

は、前々回平成21年調査で初めて
「反対」が「賛成」を上回った後、
前回平成24年調査では「賛成」が増
加（「反対」が減少）して再び「賛
成」が「反対」を上回った後、今回
調査では「賛成」と「反対」が同水
準となっています。
　今回、「賛成」もしくは「反対」
と考える理由についてもあわせて聞
きましたが（複数回答、図表3）、そ
の結果をみると、「賛成」とする理
由としては、「妻が家庭を守る方が、

子どもの成長などに良い」、「両立し
ながら、妻が働き続けることは大
変」という回答が多くなっていま
す。また、「反対」とする理由とし
ては、「固定的な役割分担意識を押
し付けるべきではない」、「妻が働い
た方が、個人や社会にとって良い」
という回答が多くなっています。
　前回平成24年調査において、「賛
成」が増加した背景として、その直
前に発生した東日本大震災により、
家族の絆が見直されたためといった
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Special Feature 特集

9

Report
2 内閣府は、平成26年11月、「女性の活躍推進に関する世論調査」の結果

を公表しました。ここではその概要をご紹介します。

図表3「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」との考え方に賛成又は反対する理由

（備考）内閣府「女性の活躍推進に関する世論調査」（平成26年）

0 10 20 30 40 50 60

両立しながら、妻が
働き続けることは可能

男女平等に反すると思うから

夫も妻も働いた方が、多くの
収入が得られる

妻が働いた方が、個人や
社会にとって良い

固定的な役割分担意識を
押し付けるべきではない

反対とする理由

48.5

42.6

42.3

35.7

28.8

声が聞かれます。当時の調査では理
由を聞いていないため、厳密には言
えませんが、一部にそうした事情が
あった可能性はあります。一方、例
えば子育て世代にあたる30代や40代
の女性の動きをみると、震災前の平
成21年調査以降において、既に「反
対」が減少して「賛成」が増加する
傾向がみられます。また、若い世代
の女性に専業主婦願望が増加してい
るとの調査結果もあります。いずれ
にせよ、前回及び今回の調査の結果
だけをもって、傾向が何か変わった
と判断しづらく、今後もその動向を
みていく必要があります。

（2 ）「子どもができてもずっ
と職業を続ける方がよい」
との考え方が減少

　女性の各ライフステージ、例え
ば、結婚や出産等に際して、職業を
続けるかどうか判断が迫られるケー

図表4　女性が職業を持つことに対する意識（平成4～26年）

（備考）内閣府「女性の活躍推進に関する世論調査」（平成26年）

スがあります。一般に女性が職業を
もつことについての考え方をきいた
ところ、「子どもができても、ずっ
と職業を続ける方がよい」（44.8％）

との回答が最も多く、次いで「子ど
もが大きくなったら再び職業を持つ
方がよい」（31.5％）となっています。
　比較可能な平成4年調査以降の動
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「女性の活躍推進に関する世論調査」の概要

も多く、次いで「女性の声が反映さ
れやすくなる」（55.9％）、「多様な
視点が加わり、新たな価値や商品等
が創造される」（42.8％）となって
います（図表5）。特に「女性の声が
反映されやすくなる」との回答は、
女性が60.0％、男性が50.7％となっ
ており、男女で回答に大きな差があ
ります。
　女性リーダーを増やすときに障害
となるものについて聞いたところ
（複数回答）、「保育などにおける家
族の支援が十分ではない」（50.1％）
との回答が最も多く、次いで「保育
の支援などの公的サービスが十分で
はない」（42.3％）、「長時間労働の
改善が十分ではない」（38.8％）と
なっています。

（4 ）仕事を選ぶ際に、やりが
いだけでなく勤務条件や育
児・介護との両立を重視す
る女性

　仕事を選ぶ際に重視すること、ま
たはしたいことを聞いたところ（複
数回答）、「仕事にやりがいがある」
（61.0％）との回答が最も多く、次
いで「勤務時間・勤務場所の条件が
良い」（49.0％）、「職場の雰囲気が
良い」（46.3％）等となっています
（図表6）。特に「勤務時間・勤務場
所の条件が良い」については、30
代、40代の女性の7割以上が重視し
ており、「育児や介護への理解や制
度が整っている」についても、30代
女性の6割近くが重視しているなど、
これらの項目は男性と女性で回答に
大きな差が出ています。

図表5　女性リーダーが増えた時の影響

図表6　仕事を選ぶ際に重視すること

（備考）内閣府「女性の活躍推進に関する世論調査」（平成26年）

（3 ）女性リーダーが増えたと
きの影響、増やすときの障害

　女性の参加が進み、女性のリーダ
ーが増えるとどのような影響がある
かを聞いたところ（複数回答）、「男
女問わず優秀な人材が活躍できるよ
うになる」（65.0％）との回答が最

きを時系列的にみてみると、「子ど
もができても、ずっと職業を続ける
方がよい」との考え方は、これまで
一貫して増加傾向にありましたが、
今回調査においては前回（47.5％）
から減少しています（図表4）。
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（5 ）女性が働き続けるために
必要な子育て環境の整備や
周囲の理解等

　女性が出産後も離職せずに同じ職
場で働き続けるために、家庭・社
会・職場において必要なことは何だ
と思うかを聞いたところ（複数回
答）、「保育所など、子どもを預けら
れる環境の整備」（71.6％）が最も
多く、次いで「女性が働き続けるこ
とへの周囲の理解・意識改革」（49.6
％）等となっています（図表7）。特
に、「介護支援サービスの充実」
（33.6％）については、全体として
は6番目ですが、50代の女性では過
半数の53.5％が必要なこととして回
答している点には留意が必要です。

（6 ）女性活躍推進で
特に必要な情報

　女性活躍推進で特に必要な情報
（複数回答）としては、「保育所や幼
稚園に関する情報」 （59.9％）、「仕事
と育児・介護との両立支援制度に関
する情報」（46.1％）、「介護・家事
の支援サービスに関する情報」（45.9
％）、「放課後児童クラブに関する情
報」（40.4％）となっています（図
表8）。特に、「保育所や幼稚園に関
する情報」については20代、30代で
7割以上の人が、「放課後児童クラブ
に関する情報」については30代で半
数以上の人が、「介護・家事の支援
サービスに関する情報」については
50代で約6割の人が、それぞれ必要
な情報と考えているとの結果になっ
ています。

（7）まとめ

　今回の調査は、男女共同参画社会
を目指す中での「女性の活躍」に焦
点を絞って実施しましたが、様々な
課題が浮き彫りになった結果になっ
ています。本年は第3次男女共同参
画基本計画の最終年度となり、新た
な計画の策定作業も始まっています
が、今回の調査結果も十分踏まえ
て、様々な施策の推進に取り組んで

いく必要があります。
（参考）女性の活躍推進に関する世
論調査の結果

図表8　女性活躍推進で特に必要な情報

（備考）内閣府「女性の活躍推進に関する世論調査」（平成26年）

図表7　女性が働き続けるために必要なこと
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T O P I C S Part 2

行政施策トピックス

1　女性が輝く社会づくり
　現在、政府は、我が国最大の潜在力で
ある「女性の力」が十分発揮され、社会
の活性化につながるよう「女性が輝く社
会づくり」を進めています。
　農業においても、女性は、我が国の基
幹的農業従事者の42％を占め、農林水産
業と地域の活性化において重要な役割を
果たし、6次産業化の担い手としても大
きく期待されています。
　また近年、農業の現場で活躍する女性
が増えてきており、単なる労働力として
ではなく、農業経営の中で、女性ならで
はの感性や視点、アイディアを活かした
経営を展開している女性が多く見受けら
れます。
　農林水産省では、そうした意欲ある女
性がますます能力を発揮し、より一層活
躍していただくために、女性が働きやす
い農業の環境づくりをより一層強化する
とともに、女性の力で新たな農林水産業
や地域づくりを進めていくことが重要だ
と考えております。

○農業女子プロジェクト
　本プロジェクトは、女性農業者が日々
の生活や仕事、自然との関わりの中で培
った知恵を様々な企業のシーズと結びつ
け、新たな商品やサービス・情報を社会
に広く発信し、農業で活躍する女性の姿
を多くの皆様に知っていただくための取
り組みとして、平成25年11月に立ち上げ
ました。
　プロジェクトの活動を通じ、
　① 農業女子の持つ「生産力」の可能性
を拡げる、

　② 農業女子ならでは「知恵力」を生か
した商品開発等を行う、

　③ 農業女子という新たな「市場力」を

「農業で輝く女性の
 チカラを活かします」
 農林水産省経営局就農・女性課女性高齢者活動推進室

企業側に発見してもらう、
　という3つの力を発揮していけるよう、
取組を進めています。
　参加する農業女子メンバーは、経営
者、農業法人の農場長、跡継ぎ娘、お嫁
さん等立場も様々、作物も水稲、野菜、
果樹、花き、畜産と多岐にわたっていま
す。平成27年1月現在、233名の農業女子が
参加しており、現在も全国から募集中です。

農業女子プロジェクトホームページ

農業女子プロジェクトFacebook

○個別プロジェクトの取組
　プロジェクト開始から1年が経過し
色々な活動が展開されています。企業と
の個別プロジェクトについて、いくつか
の成果事例を紹介します。

【“私の”軽トラックプロジェクト】
（ダイハツ工業株式会社）
　農業女子の仕事に欠かせない軽トラッ
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クについて、農業女子の視点を取り入れ
た新型車の開発を行い、26年9月に販売
されました。開発の際、全国各地の農業
女子にヒアリングし、不満や要望を聞き
取り、カラフルなボディー、乗りやすい
座席の高さ、豊富な車内収納、UVカッ
トガラス採用など、女性に優しい軽トラ
ックが誕生しました。

【 インナービューティーを創ろうプロジ
ェクト】（タニタ株式会社）
　日本の食を最前線で支える農業女子の
美と健康をサポートしようと、タニタの
体組成計と活動量計で農業女子が自分の
体の健康度をチェックし、その計測デー
タを踏まえたアドバイスに基づき、運動
を取り入れたり食事内容を見直すプログ
ラムを展開しました。

※ 詳細や成果事例はホームページ、フェ
イスブックでご紹介していますので、

ご参照ください。

○ 「女性が輝く社会の実現」に向けて
　調査によれば、女性が経営に参画して
いる農業経営体の方が、売上高や利益が
向上する傾向にあるとのデータが出てい
ます。農業の成長産業化にとって、女性
農業者の活躍を進めていくことは極めて
重要です。
　農業女子プロジェクトでは、
① 社会、農業界での女性農業者の存在感
を高める
② 女性農業者自らの意識の改革、経営力
の発展を促す
③ 若い女性の職業の選択肢に「農業」を
加える
　ことを目指し、引き続き「女性が輝く
社会」の実現に向けた全国的なムーブメ
ントの先端となるべく、活動展開を進め
てまいります。
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活動紹介コーナー

パネルディスカッションの様子

交流会の様子

連載／その1

　今回は、12月13日（土）に福島県二本
松市にて開催したパネルディスカッショ
ン「女性の活躍が復興を加速する！」
（主催（共催）：復興庁、福島県男女共生
センター、後援：福島県）の様子を紹介
します。
パネルディスカッションのテーマ
　今回は、「男女共同参画の視点からの
人材育成」をテーマに開催しました。福
島、宮城、岩手の各県で復興活動に携わ
っている方々からお話を伺い、これらの
事例を基に、今後、男女共同参画の視点
をもちながら復興活動を行う人材の育成
に必要なことを考える場としました。
福島県の事例紹介
　はじめに、吉田恵美子さん（特定非営
利活動法人ザ・ピープル）から、「いわ
きおてんとSUNプロジェクト」の紹介が
ありました。多くの市民が多種多様な形
でまちの復興に参加できるように、この
プロジェクトではオーガニックコットン
栽培、コミュニティ電力事業、復興スタ
ディツアーという3つの事業を連携させ
て進める工夫をされているとのことでし
た。
宮城県の事例紹介
　続いて、兼子佳恵さん（特定非営利活
動法人石巻復興支援ネットワーク）か
ら、「Eyes for Future」や「石巻に恋
しちゃった」という企業・自治体との協
働事業の紹介がありました。これらの事
業の実施を通じて、女性や若者たちが学
ぶ機会や活躍するきっかけをつくり、社
会参加の意欲を高めることで復興に貢献
しているとのことでした。
岩手県の事例紹介
　高橋真央さん（甲南女子大学文学部）
からは、関西の女子大学生グループ「関
西My Do girls」の活動について紹介が
ありました。この活動では、岩手県釜石
市や大槌町の住民との交流を通して信頼

を得た結果、関西と東北という2つの被
災地の復興に向き合う力を育んできた過
程をお話しいただきました。
事例から見えてくるもの
　これらの事例紹介を受け、コーディネ
ーターの丹波史紀さん（福島大学うつく
しまふくしま未来支援センター）を中心
に意見交換が行われました。その結果、
「女性を中心とした地道な取組が地域・
世代・性別を超えたつながりを生みだ
し、新しいまちの魅力の発信に寄与して
いる」ことが3つの事例の共通点であり、
こうした取組による変化を見える形にす
ることで、市民団体・企業・自治体等が
連携して復興に取り組む人材の育成につ
なげていくことが今後重要であるとまと
められました。
交流会の開催
　パネルディスカッションに続いて、パ
ネリストと参加者が一緒にテーブルを囲
んで情報交換を行う交流会を開催しまし
た。地元の女性農業者が中心となって活
動している団体が販売しているお菓子を
用意したほか、パネリストの活動につい
ての展示や、福島県で男女共同参画の視
点から復興活動を進めている団体の活動
紹介スペースを設けて、新たなつながり
を作り出す場としました。
おわりに
　参加者へのアンケートの結果を見る
と、「活動を見ているだけでなく、自分
も活動に参加することが必要と思った」、
「自分が変われるきっかけをもらった」
というような意見があり、男女共同参画
の視点をもった新たな取組を生み出すき
っかけを提供できたのではないかと考え
ています。
　復興庁では、今後もこのような活動を
通じて、男女共同参画の視点をもった復
興の必要性に対する理解の促進に努めて
まいります。

こんにちは！　復興庁男女共同参画班です⑦
パネルディスカッション「女性の活躍が復興を加速する！」を開催

復興庁男女共同参画班
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もたに・こうすけ／地域エコノミスト。日本政策投資銀行を経て現在、（株）日本総合研究所
主席研究員。平成合併前3,200市町村をすべて訪問し、地域特性を多面的に把握。地域振興や
人口成熟問題に関し精力的に執筆、講演を行う。政府関係の公職を歴任し、現在、男女共同
参画会議専門委員。著書に「デフレの正体」「里山資本主義」「しなやかな日本列島のつくり
かた」等がある。

Motani Kosuke ©薈田純一氏

連載／その2

地域エコノミスト・（株）日本総合研究所主席研究員　藻谷 浩介
男女共同参画　全国の現場から⑩　長岡にて

嫁さん」ではない。地場特産品の商品化
のコンサルタント業や、地元情報を発信
する出版業など、IT時代の大卒女性らし
いソフトな事業を、自ら起業している。
うち1人は壇上でこう話していた。「私が
移住を決めたのは、東京の職場ではけっ
して巡りあえなかった真に尊敬できる
人、自分が目標に出来る人に出会えたか
らです」。それは彼女の農業の師匠であ
る70代男性のことで、彼女はその家に何
ヶ月も住み込んで修行した後に、同年代
の別の男性と結婚して所帯を構えたのだ
という。そう語る彼女を見る師匠の眼は、
まさに孫娘を見る祖父のようだった。
　すると、これから東京に進学するとい
う地元の高校生が手を挙げ、「それでも
自分たち若者は、退屈な新潟から東京に
出て行きたいと思っている。あなたたち
は逆に、新潟で退屈はしないのか」と質
問した。壇上の3人は口々に「本当にお
いしいものを自分で育てて暮らせる毎日
なので、ぜんぜん飽きが来ない」「あな
たも都会や海外で暮らしてみて、気が済
んだら戻ってくればいいのよ」と答えて
いた。確かに、長時間残業が常態化した
都会の職場の束縛を経験した彼女たちに
してみれば、今のほうがよほど自由に自
分の創意を活かせるのだろう。
　その晩から、この冬初めての大雪とな
った。だがこれから数ヶ月続く雪の圧迫
が、春の喜びを際立たせ、生命燃え上が
る夏を用意することを、彼女たちは知っ
ている。
　翌朝戻った東京には確かに白と黒以外
の色彩があったけれども、空気は乾いて
埃っぽかった。彼女たちの今後に、そし
て彼女たちに続くさらに若い世代の今後
に、大いなる幸のあることを願う。

　上越新幹線で、群馬県の高崎駅から新
潟県の越後湯沢駅へはわずか25分。だ
が、冬季の車窓の変化は劇的だ。冬でも
陽光燦燦で色彩に満ちた関東平野から、
天も地も水墨画のような雪の越後山中へ
と、別世界に瞬間移動した感じがする。
　だが江戸時代には、現在の都道府県に
換算してみて一番人口が多かった地域
は、東京都ではなく新潟県だった。冬は
雪に埋まる新潟の方が、夏の日照はふん
だんなのに水不足もなく、秋の実りが豊
かだからだ。
　そして、この自然条件は今でも変わっ
ていない。新潟県の食料自給率が100％
を超えているのに対して、東京都は1％
程度。新潟県に水不足という言葉はない
が、都民の使う水の過半は、上越国境近
くのダム群から送られている。首都圏の
JRの電車を動かしているのも、新潟県内
の水力発電所からの電気だ。
　それなのに、学校卒業を機に新潟から
上京する若者はひきもきらない。東京で
は絶対的に足りない水と食料と自然エネ
ルギーをふんだん持つ新潟に、逆に住み
たいと思う東京の若者はいないのか。
　12月初旬、重苦しい空模様の新潟県長
岡市で、「にいがた移住シンポジウム」
に出席した。パネルディスカッションを
繰り広げたのは、3人の20代女性。いず
れも、新潟県内の山深い集落に選んで住
んでいる首都圏出身者だ。どういうきっ
かけで移住してきて、今何をしているの
か。それぞれがPCを使ってビジュアル
に自己紹介をし、はつらつと議論する。
話のテンポのよさと面白さに、聴衆は引
き込まれた。
　3人のうち2人は移住先で相手を見つけ
て結婚しているが、昔でいう「農家のお
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共同参画情報部 Kyodo-Sankaku Information Board

［ News & Information ］

1 News 国立女性教育会館（NWEC）

「大学等における男女共同参画推進セミナー」開催報告

4 Info 経済産業省

ダイバーシティ経営企業100選表彰式・な
でしこ銘柄発表会 シンポジウム

3 Info 内閣府

第3回国連防災世界会議の開催

5 Info 国立女性教育会館（NWEC）

女子大学生キャリア形成セミナー参加者募集

2 News 国立女性教育会館（NWEC）

アーカイブセンター企画展示「映画と歩む」及
び「女性情報アーキビスト養成研修」実施報告

　経済産業省では、多様な人材を活用してイノベーション
等の成果をあげている企業を選定・表彰する「ダイバーシ
ティ経営企業100選」、女性活躍推進に優れた企業を、中長
期の成長力のある優良銘柄とし投資家向けに紹介する「な
でしこ銘柄」の選定を行っています。今年度の選定企業を
発表するシンポジウムを3月に行います。選定企業の発表の
ほか、過去の100選受賞企業を代表して日産自動車の志賀副
会長、サイボウズの青野社長、また100選の運営委員長であ
る中央大学大学院の佐藤博樹教授をお迎えし、パネルディ
スカッションを通してダイバーシティ経営の秘訣とその成
果を伺います。
日　時：3月18日（水）15：30～18：30（予定）
場　所：イイノホール
対　象： 企業関係者、メディア関係者、学生の方等、テー

マにご関心のある方（参加費無料）
※お申し込みは専用HPより受け付けております。
　

　平成26年12月4日～5日の2
日間で、セミナーを開催しま
した。全国の大学、短期大
学、高等専門学校等から男女
共同参画の推進に携わる教職
員が参加しました。
　1日目は、江原由美子氏（首

都大学東京）による基調講演「大学の使命と男女共同参画」
で、日本の大学の男女共同参画度の低さは人材育成や知の
創造等の大学の使命の達成を阻害する問題点であるとお話
しいただきました。続く吉武博通氏（筑波大学）（写真）に
よる講義「大学経営戦略としての男女共同参画の推進」で
は、大学運営において教員と職員組織の連携・協働の必要
性が増す中、トップマネジメント人材やこれを支えるスタ
ッフ人材の育成には、男女共同参画の視点から母集団を広
げて男女を問わず人材登用することが必要であるとお話し
いただきました。2日目は、「男女共同参画推進のための基
盤づくり」「男女ともに育児・介護との両立をめざした環境
づくり」「戦略としての女子学生支援」をテーマに分科会を
実施しました。参加者からは「大学の使命と男女共同参画
の関わりについて考える機会になり、大変刺激になりまし
た」等の感想が寄せられました。

　「キャリアを考えることは、人生を考えること」という主
題のもと、講義やパネルディスカッション、グループワー
ク等を通して、男女共同参画社会における女性としてのラ
イフキャリア形成の考え方やダイバーシティの概念、将来
の女性リーダーとして様々な分野で指導的地位に就くこと
を視野に入れたキャリア形成の在り方について学びます。
期日：平成27年2月21日（土）～22日（日）、1泊2日
会場：国立女性教育会館　対象：女子大学生30名
問合せ先：事業課、電話：0493-62-6724

　3月14日（土）～18日（水）に仙台市で第3回国連防災世界会
議が開催されます。会議期間中、パブリック・フォーラム
として、一般公開のシンポジウムやセミナー、展示等が行
われます。女性と防災テーマ館となるエル・パーク仙台で
は、男女共同参画に関連する様々な事業を実施予定です。
　内閣府男女共同参画局では、展示やフォーラムを開催し
ます。多数の皆さまのご来場をお待ちしています。
URL：

　女性アーカイ
ブセンターでは、
平成26年8月1日
～12月21日の間、
企画展示「映画
と歩む」を実施

しました。監督や外国映画の輸入
等、映画製作に関わる女性8名を取り
上げ、ポスター・台本・写真等でその
生涯や業績を紹介しました。博物館
や財団など外部団体等の協力を得
て、多数の関連資料を展示しました。

　また、平成26年12月10日～12日の3日間、「女性情報アー
キビスト養成研修（基礎コース）＋（実技コース）」を実施し
ました。「基礎コース」ではアーカイブの保存・活用に関す
る講義、アーカイブ機関での実践報告等を、「実技コース」
では展示や紙資料の修復に関する実践的なワークショップ
を行いました。参加者からは、「実務に基づく話で大変参考
になった」「講師の仕事に対する信念や熱意が伝わった」
「練られたプログラム構成だった」「講師や他の参加者との
交流が深められた」等の感想が寄せられました。

企画展示 研修

企画展示
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男女共同参画センターだより

　今年も6月23日より始まる
男女共同参画週間用のキャ
ッチフレーズを今月一杯募
集を行っています。今年の
テーマは、「身近な女性の
活躍を地域ぐるみで応援す
るキャッチフレーズ」です。
　去年も3651点と今まで以
上の多数の応募をいただき
ました。
　今年も素晴らしいキャッ
チフレーズの応募をいただ
きますようスタッフ一同お
待ちしております。
　ホームページより応募が
出来ますのでよろしくお願
いします。
 （編集担当　T.T）

【2月号表紙】
　さまざまな国際的な位置
づけの中で、女性の視点が
大切であることを地球儀と
ピクトグラムで表現しまし
た。
イラストレーション/
原田れんたろう

　堺市立女性センターは堺
市で初めての女性教育に関
する学習施設として、昭和
55年9月に開設しました。
当時の堺市婦人団体連絡
協議会による建設募金活動
等の熱意が建設への大きな
力にもなりました。
　本センターは毎年10万人
以上の利用者があり、連日
たくさんの方の笑顔で賑わ
っています。
　センターの開催する『堺 
自由の泉大学』は、毎年5

ている相談業務では、男女
の別なく、電話相談に加え
て面接相談もでき、女性差
別、生活問題、健康医療等
内容によっては弁護士や心
理カウンセラーなどの専門
家が対応しています。
　毎年9月には「センター
のつどい」で記念講演を実
施し、今年度は元フリーア
ナウンサーの道志真弓さ
ん、昨年度は作家の谷村志
穂さんを招きました。
　堺市は平成26年3月にUN 

月から3月
までの間に
「男女共同
参画市民
啓発コース
別講座」と
「地域社会
リーダー養
成実践コー
ス」の計111

Women が
推進する
「セーフシ
ティズ・グ
ローバル・
イニシアテ
ィブ」へ参
加し、「す
べての人に
とって安全

講座をそれぞれ年間20回開
催しています。また、市民
どなたでも参加できる「男
女共同参画の市民啓発講
座」を年間100回以上開催
しており、「ＤＶ子ども虐待
対策連続セミナー」や「環
境と防災」など市民の暮ら
しに直結する人権尊重を課
題としたテーマを中心に実
施しています。各講座開催
中には子育て世代が参加し
やすいように一時保育サー
ビスを行っています。
　また、センターで実施し

安心なまち堺」をめざして
います。センターにおいて
も、男女共同参画社会を形
成するうえで克服すべき重
要な課題である「女性に対
するあらゆる暴力の根絶」
に向けてその役割を果たし
ていきます。

News From Center

堺市立女性センター
堺市教育委員会事務局　地域教育支援部

2014年女性センターのつどい

堺市立女性センター
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農業女子プロジェクトポスター
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